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 ヤングレポートはそれらを踏まえて、次の通りの知的財産権の勧告を示している。 
①知的財産権の重要性の認識、国内外に拡大すること。 
②知的財産権の侵害行為の巧妙化と急速な技術革新によって、知的財産権の保護の在り

方改善すること。 
具体的には、次のとおりである。 
・特許期間の延長や特許対象の拡大 
・製造にかかる製法特許の保護の強化 
・反トラスト法の特許権の適用の制限 
・連邦政府が出資した研究成果の帰属を大企業も対象とすること 
・米国特許商標庁（USPTO）の体制の強化 
・トレードシークレット（Trade Secret 営業の秘密）を保護するために情報公開の制限 
・米国税関における水際強化 
③知的財産権の国際戦略の検討と制度の再検討 
具体的には、次のとおりである。 
・アメリカ通商法 301 条に基づく違反国へ対応（のちにスペシャル 301 条が制定され

る） 
・途上国における 2 国間での知的財産権保護 
・多国間における知的財産権保護に関する一般協定の構築 

（短期）これまでの途上国の強制実施権の認容の反対。他の先進諸国と共に知的財産

権保護の強化を図る。 
（中期）GATT（関税及び貿易に関する一般協定）に知的財産権を含めることを検討

する。 
（長期）知的財産権保護に関する一般協定を検討すること。 
貿易関連の知的財産権は GATT のウルグアイ・ラウンドを経て、1994 年知的財産権

の貿易の一般協定である TRIPS 協定が成立することになる。これによって、ヤングレ

ポートで求められたアメリカの知的財産権の国際戦略はそのまま現実のものとなった。

WTO（国際貿易機構）の設立協定であるマラケシュ協定の成立によって現実のものと

なった。 
一方、アメリカ国内に目を向ければ、ヤングレポート以降、アメリカ通商法スペシャ

ル 301 条の新設や関税法 337 条の改正によって、知的財産権保護の強化が鮮明になる。 
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